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Ⅰ 境町第５次行政改革大綱 

本町では，「境町総合計画」を着実に推進するためのシステムとして，平成２２年度

から２６年度までの５年間を計画期間とする「境町第５次行政改革大綱」（以下「第５

次大綱」。）を策定しています。 

大きく変化している地方自治体を取り巻く環境に対応していくためには，自治体の自

主的・自立的な運営も強く求められているところから，この第５次大綱では次の項目を

基本方針として，行政改革に取り組んでいます。 

１ 行政改革の継続 

２ 効果的・効率的な改革への取組み 

３ 取り組みの経過と成果の公表 

これまで本町の行政改革は，上記の基本施策の具現化に向け，毎年度「境町行政改革

実施計画」（以下「実施計画」。）を策定し，推進してきました。 

 

 

Ⅱ 平成２４年度実施計画の効果 

平成２４年度の行政改革効果目標額については，削減と増収との合計で５５００万円

と設定しましたが，効果額は１億２８５２万円となり，２３年度とほぼ同額で目標額を

達成しました。（別表１） 

【主な内訳】 

・委託料の削減（３９７８万円の増） 

小中学校の耐震補強工事や境二中体育館建設工事，太陽光発電設備設計など学

校関係工事の実施設計業務や工事監理業務等の特殊要因の委託費が約６４００万

と多額に上ったため，削減することができませんでした。 

・補助金の見直し（１７６８万円の削減） 

社会福祉協議会への補助金削減による減です。 

・経費の節減（３９２７万円の削減） 

「旅費」については，火災件数が前年に比べ倍増したため，消防団の出動手当

などにより増えています。 

「需用費」では，主に電気料の大幅な値上げにより増えています。 

「備品購入費」では，２３年度に長田小学校校舎の改築に伴う什器類等の学校

備品，国の交付金事業による学校給食センターの厨房器具類，公用車，防災用備

品等の購入など特殊要因があったため増えていましたが，昨年度は大幅に減って

います。 

・人件費の削減（７２９５万円の削減） 

職員数の削減や世代交代により減少しています。 

・財源の確保（３８１８万円の増収） 

「町税徴収の強化」では，滞納整理の強化などにより決算額で予算額を上回り

ました。 
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Ⅲ 平成２５年度実施計画における重点項目の進捗状況 

平成２５年度実施計画は，２２年度からの実施計画を基本に，５２の重点項目を定め

て推進してきました。 

１ 事務事業の見直し 

・環境業務関係 

ごみの有料化については，さしま環境管理事務組合において有料化等検討委員

会と幹事会が設置され，今年度中には一定の方向性を出し，その後管理者会議に

おいて最終決定をする予定です。 

・権限移譲への対応 

権限移譲については，今年度２事務が町に移譲されました。今後も受け入れを

積極的に検討していきます。 

・支払通知書の廃止 

事務の簡素化と経費削減を図るため，今年度から廃止しました。 

・行政評価システムの活用 

行政評価については，２２年度から２４年度までの３年間を試行期間として取

り組んできましたが，今年度から本格運用に向けて作業を進めています。 

・補助金の見直し 

社会福祉協議会の介護事業に対する補助金の削減を２３年度からの５年計画

を前倒しし，２４年度から補助を取りやめました。 

・既存組織の育成・支援 

自主防災組織等を中心とした防災訓練については，従来の行政区単位での訓練

に加え，昨年度からは小学校区単位での訓練に取り組んでいます。今年度も猿島

小学校区と伏木北部地区で予定されています。 

 

２ 組織機構の見直し 

・人材の育成 

職員研修の充実については，新採職員研修をはじめ，県自治研修所における階

層別研修や市町村職員研修所への職員派遣や講師を招いてのメンタルヘルス研修

等，研修機会の拡充を図っています。今年度は女性職員を対象としたアナウンス

研修も取り入れています。 

人事考課制度については，昨年度から中間・期末の２回の評価を実施していま

すが，職員全員が行動記録表を記入し自己評価を行なうことで意識の向上につな

がり，制度運用の充実が図られてきています。 

・給与等の適正化 

職員の給料については，本年７月分から国家公務員の平均７．８％の給与減額

に準じた措置として，ラスパイレス指数の超過分２．５％を減額する措置を実施

しています。 
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３ 経費の節減 

・光熱費の節減 

節電対策については，節電対策委員会を中心として町内の大型商業施設におけ

る啓発活動の実施や１９の公共施設において特定規模電気事業者（ＰＰＳ）への

切り替えを行ってきました。また，一昨年の長田小，昨年の猿島・森戸小に引き

続き，境・静小，一中・二中，中央公民館屋上の太陽光発電装置の設置を進めて

います。 

 

 

Ⅳ 平成２６年度実施計画 

依然として，厳しい財政状況のもとで，新たな第５次境町総合計画（以下「総合計画」。）

基本構想における「新しい時代にふさわしい境町」のための３つの視点「安心」「安全」

「安定」の基本理念に基づき，効率的な行政運営と財政改革を進めてく必要があります。 

平成２６年度は，第５次大綱の最終年度にあたることから，社会経済情勢，国及び県

の政策動向，町の財政状況，地方分権改革など，第５次大綱策定後の行財政環境の変化

等を踏まえ，事務事業，組織・機構や定員・給与，経費の節減，財政の健全化など第５

次大綱の全項目について，総点検を実施します。 

点検の結果を踏まえ，総合計画が目指す「水と緑と人が輝く協創交流のまち」を実現

できる，持続可能な行財政基盤を確立するため，新たな行政改革大綱を平成２６年度末

を目途に策定します。 

 

 

Ⅴ 実施目標 

平成２６年度は，緩やかな景気回復による若干の税収の伸びは見込まれますが，福祉

や教育関係の歳出増など，厳しい財政情勢が続くことが予想されます。 

このようなことから，前年度と同様の目標を掲げ，健全な行財政運営を運営していく

にあたって，中期財政収支を見極め，２５年度との比較で４３００万円の削減効果を目

標額とします。（別表３） 

※目標値は，国県の施策方針等，経済の動向，そして総合計画をはじめとする町の各

種計画・施策に基づいて毎年見直しを行い，その年ごとの目標値を設定しています。 



22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

・家庭ごみ処理費用の有料化をごみ
　の減量化と併せて検討する

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・住民の視点に立ち，住民に身近な
　事務は，できる限り市町村で行う
　ことにより，利便性の向上や事務
　処理の迅速化等，住民サービスの
　向上を図る。

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・各課で実践した創意工夫による事
　務改善の手法を共有しあい，全庁
　的な改善を推進する。

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・事務の簡素化と経費の削減を図る
　ため，支払通知書の送付をとりや
　める。

実施 継続

・評価事業の対象を拡大し，事務事
　業の見直しを推進する。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・公共施設の管理運営について嘱託
　職員でも可能な業務であるか検討
　し，経験者の確保と人件費抑制を
　図る。

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・給食センター，保育園について民
　営化等を検討する。 継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・事業実績報告書等を精査し，補
　助金の廃止や交付期限の設定を
　図る。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・未利用財産の計画的な売却処分を
　推進する。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

(3)民間委託・指定管理者制度及び民営化の推進

大綱 重点項目
実施年度

1　事務事業の見直し　

①環境業務関係

(2)行政評価システムの活用
①行政評価の推進

(1)事務事業の整理合理化

②県等からの権限移譲への対応

③事務改善活動実践集の作成

④支払通知書の廃止

①普通財産の売却

②賃貸借料等の見直し

(4)補助金等の整理合理化
①補助金の見直しについて

(5)町有財産等の適正管理

　

①活力ある人材の有効活用

②公共施設の民営化等について

別表2 平成26年度実施計画における重点項目
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
大綱 重点項目

実施年度

・町で借り上げている土地等につい
　て，借り上げ料の見直し，また将
　来に向けて取得または返還等の基
　本的な計画を併せて検討する。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・行政ボランティアの検討 検討 実施 継続 ➱ ➱

・自主防災組織の育成・支援 実施 継続 ➱ ➱ ➱

・ボランティア連絡協議会との連携
　強化

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・災害救援ボランティア等の新たな
　ボランティア組織の育成を支援す
　る。

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・グリーン購入指針の策定 実施 継続 ➱ ➱ ➱

・新たな地球温暖化防止対策実行計
　画の策定

検討 実施 ➱ ➱

・費用対効果の検証を行うととも
　に，民間との共催や協賛など資金
　面の協力体制を推進する。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・住民ニーズへの迅速な対応，スピ
　ーディーな意思決定を実践するた
　め，不断に組織機構を見直し，意
　思形成過程が簡素化されたフラッ
　トな組織編制に努める。また，そ
　の際住民から見ても責任・権限の
　所在がわかりやすい構造とする。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・各種審議会等の委員については，
　女性委員の登用及び委員数の適正
　化に努める。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・研修委員会の計画に沿って職員研
　修の充実を図る。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

(1)行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織の構築
①部課等の統合・再編について

(2)各種審議会等の見直し
①女性委員の積極的登用

③新たなボランティアの育成

(7)地球温暖化防止対策の推進

(6)地域協働の推進
①行政と地域ですすめるまちづくりの体制づくり

②既存組織の育成・支援

①地球温暖化防止対策の推進

(8)イベント事業の見直し
①各種イベント事業の取り組みについて

2　組織･機構等の見直し

①人材育成基本計画の見直し

3　人材の育成と定員及び給与の適正化
(1)人材育成基本方針に基づく施策の展開
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
大綱 重点項目

実施年度

・境町人事考課制度を導入する。
　（導入済）

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・人材育成基本方針の策定 実施 ➱ ➱

・退職者の補充については，職種毎
　に必要な人員を精査し，組織の活
　性化と将来の組織を支える人材の
　計画的な確保にも配慮しながら，
　必要最小限とする。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・関係機関や広域事務所への派遣や
　県からの新規移譲事務等に対応し
　た人員配置を行う。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・人勧に基づき管理職手当の定額化
　を実施する。（実施済）

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・特殊勤務手当のうち，福祉業務手
　当とごみ処理作業手当については
　支給を検討し，他の特殊勤務手当
　については廃止を含め検討する。
　（実施済）

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・期末勤勉手当の加算割合等につい
　ては，支給率，支給範囲も含めて
　検討する。（実施済）

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・支給停止とした旅費の日当分につ
　いては廃止の方向で検討する。
　（実施済）

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・検討委員会を組織し，各課からの
　情報提供を促し，内容の充実に努
　める。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・県を中心に推進している各種手続
　き等の電子化に費用対効果等を考
　慮し参画を検討する。

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・情報セキュリティーポリシーの更
　新と遵守の徹底を図る。

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・電話予約による諸証明書交付サー
　ビス（土・日・祝日受け取り）に
　ついて検討する。

検討 ➱ ➱ ➱ ➱

4　情報化の推進等による住民サービスの向上

①定員適正化計画の見直し

(3)給与等の適正化
①手当の適正化を図る

②旅費の日当分を廃止

①ホームページの充実

②電子自治体の構築

(2)窓口業務の充実
①閉庁時の日直の業務の拡大について

(2)定員管理の適正化

(1)行政の情報化等の推進

- 6 -



22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
大綱 重点項目

実施年度

・業務マニュアルの策定 実施 継続 ➱ ➱ ➱
・相談問い合わせデータベース作成 実施 継続 ➱ ➱ ➱

・利用しやすい窓口業務体制に努め
　る。

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・会議公開に関する指針等を策定し
　信頼される開かれた行政運営を行
　っていくため会議の公開制度を検
　討する。

検討 実施 継続 ➱ ➱

・パブリックコメント制度の運用の
　拡大を図り，住民参加の行政運営
　を推進する。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・事務機器等を各課で相互利用を図
　り新規購入費を抑制する。

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・境町地球温暖化対策実行計画の推
　進継続を徹底し，さらなる経費削
　減に努める。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・民間の公金支払システムを含めた
　納付機会の拡充等を検討し，滞納
　額の縮減に努める。

実施 ➱ ➱ ➱ ➱

・収納対策推進計画を策定し，既存
　の特別滞納整理対策本部を中心に
　税収の確保に努める。

実施 継続 ➱ ➱

・町営住宅使用料の口座引き落とし
　を推進する。

検討 実施 ➱ ➱ ➱

・貸借対照表，行政コスト計算書，
　資金収支計算書，純資産変動計算
　書の整備または４表作成に必要な
　情報の開示を推進する。

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・受益者はその受益に応じた負担を
　するという「受益者負担の原則」
　に立って検討する。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

②窓口事務処理のスピードアップ

(2)パブリックコメント制度の活用
①広聴機能の推進

6　経費の節減合理化等財政の健全化

②光熱水費の節減

(2)財政の健全化

5　公正の確保と透明性の向上
(1)情報公開の促進

③使用料，手数料等の見直し

④有料広告事業の拡大

①納税等について

②公会計の整備

(1)経費の節減合理化
①事務機器等の庁内共有による有効利用

①審議会等会議の公開
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
大綱 重点項目

実施年度

・公共施設や封筒等の広告媒体とし
　ての提供を促進し収入の増加を図
　る。

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・「国の公共工事コスト縮減対策に
　関する行動指針」を参考に公共工
　事のコスト縮減に積極的に取り組
　む。

実施 ➱ ➱ ➱ ➱

・中期経営計画等の計画を策定す
　る。

検討 ➱ ➱ ➱ 実施

・業績評価を実施する。 検討 ➱ ➱ ➱ 実施

・土地開発公社経営の健全化に関す
　る計画に基づき，適正な運営に努
　める。

実施 継続 ➱ ➱ ➱

・住民の学習意欲が高められる施設
　を目指し，常に使いやすさと清潔
　感のある施設の維持管理に努める

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・相互利用できる施設を住民に広報
　し，有効利用に努める。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

・各事務組合等の財政状況をはじめ
　業務，イベント等を広報等を利用
　し，情報の提供に努める。

継続 ➱ ➱ ➱ ➱

(5)地方公社の経営健全化

(4)地方公営企業の経営健全化

7　会館等公共施設の有効活用
①利用者の立場に立った施設の管理運営

①経営改善の推進

8　広域行政の推進
①周辺市町の施設・イベントをPR

②事務組合等の広報

(3)公共事業のコスト縮減

①水道事業の経営健全化

①合意形成･協議・手続きの改善を実施し事業のスピードアップを図る
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別表3

（単位：千円）

平成26年度目標額 第5次大綱の位置づけ

6,500

委託料の削減 4,500 1-(2) 行政評価システムの活用

補助金の見直し 2,000 1-(4) 補助金の整理合理化

2,000 6-(1) 経費の節減合理化

24,500

第4次定員適正化計画
による人件費の抑制

24,500 3-(2) 定員管理の適正化

33,000

平成26年度目標額 第5次大綱の位置づけ

10,000

町税徴収の強化 5,000 6-(1) 財政の健全化

公有地の処分等 5,000 1-(5) 町有財産の適正管理

10,000

43,000

経常経費の節減

平成26年度行政改革の目標額

健全な行政
運営

事務事業の見直し

合   計

重点項目

重点項目

自主的・自
律的な自治
体運営の財
源確保

財源の確保

増収の計

簡素化され
た行政体制
性の確立

人件費の削減

削減の計
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